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The purpose of this research investigates changes of the land development in the 
liquefaction prediction area in Tokyo. Moreover, the risk at the time of liquefaction 
generating of per district per town unit is shown based on the present residential population 
etc. As a result, the tendency and its distribution situation of liquefaction area are shown, and it 
aims at showing a risk of receiving minuter liquefaction. 
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１．はじめに 
 昨年の 3 月，東日本大震災が発生した．東北から関東
地方にかけて甚大な被害をもたらし，多くの犠牲者が生
じることとなった．大震災が引き起こした事態は，津波・
原発事故等多岐にわたり，今現在においても多くの被災
者が窮屈な暮らしを強いられている．震源から遠く離れ
た首都圏においても震災によって大きな被害が出た．そ
の中に地震動に伴う地盤液状化の発生がある．特に浦安
市や東京ベイエリア等の臨海部，また取手市等の内陸部
の一部で大きな被害をもたらした． 
東京においては近い将来の大震災の発生が危惧されてい
る．再び東京を今回のような震災が襲えば再び地盤液状
化が発生する可能性が非常に高くなっている．そこで今
回は東京都における地盤液状化の危険度やその傾向を探
るべく，地盤液状化の危険度ごとの土地利用の変遷と現
在の居住人口を調査し，地盤液状化に関しての防災・減
災の方向性を見出すことを目的とする． 
 今回の調査では，東京 23 区のうち下記に示す各区を対
象とした． 
 対象地域：葛飾区・江戸川区・江東区・港区・荒川区・
千代田区・足立区・台東区・大田区・中央区・板橋区・
品川区・北区・墨田区 
この地域を対象地域とした理由は， 
①湾岸地区・河川流域地区である 
②人口が集中している地域が多い 
③大規模な地震災害の発生がひっ迫している 
という点が挙げられる． 
 
 
 
 
 
２．研究方法 
研究方法は以下の手順で行う．まず，東京都土木技術
支援・人材育成センターにより平成 17 年に公開されてい
る「東京都液状化予測図」を GIS(地理情報システム)デ
ータとして作成する．そして，細密数値情報のデータを
基に，液状化危険度ごとの土地利用変遷に関するデータ
を抽出する． 
次に，平成 17年度国勢調査のデータを基に，対象地区
 
図 1 対象地区 
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における町丁目単位の人口データ等と GIS データとして
作成した東京都液状化予測図(図 2)をオーバーレイし，液
状化危険度ランクの作成を行う． 
これらの作成データを基に対象地区における液状化現
象に対する傾向を探り，危険性の喚起を行うことを目的
とする． 
 
 
 
 
・図 2 の凡例説明（東京低地の液状化予測、東京港埋立
地盤の液状化予測による） 
①液状化危険度 A=液状化が発生しやすい地域 
②液状化危険度 B=液状化の発生が尐ない地域 
③液状化危険度 C=液状化がほとんど発生しない地域 
 
３．液状化履歴の分析 
本研究では，まず「日本の液状化マップ 745-2008」¹⁾
を基に対象地区において過去に発生した液状化地点（ポ
イントデータ）と「東京都液状化予測図」とをオーバー
レイし，液状化危険度エリア別の液状化履歴数の確認を
行った．(図 3)．  
 
 
 
 
危険度 B エリアの履歴 63 地点に対して危険度 A エリア
の履歴は 96地点と危険度 Bエリアの 1.5倍の地点となっ
ている．そこで今回の研究に当たって危険度エリアごと
の液状化リスクを 
 A : B : C=1.5 : 1 : 0 
として，各種値の抽出に使用することとする．なお，危
険度 C エリアの液状化履歴は全体の 2%とごくわずかな
ので今回の研究では液状化のリスクは存在しないものと
みなす． 
 
４．液状化危険度エリア別土地利用変遷 
 GIS 上でデジタル化した東京都液状化予測図と細密数
値情報(1974 年～1994 年)のデータをもとに対象地域の
土地利用変遷をそれぞれ危険度ごとに分割してそれらを
比較した． 
 
(1) 液状化危険度エリア別土地利用変遷 
 液状化危険度ごとの土地利用変遷を作成した(図 4)． 
・田・畑等の自然地の割合は危険度 B・C エリアに比べ
て危険度 A エリアの方が高い． 
・造成中地・空き地の割合は危険度 C エリアに比べて危
険度 B・C エリアで減尐率が高い．その結果 1974 年に比
べて 1994 年では割合がほぼ同じになる． 
・工業用地の割合は危険度 C エリアに比べて危険度 B・
C エリアで割合が高い． 
・宅地面積は危険度が高いエリアほど増加率が高い．危
険度 A・C エリアに比べて危険度 B エリアで密集低層の
割合が高い． 
・商業地は危険度 A エリアに比べて危険度 B・C エリア
で高い．  
 
 
 
 
 
(2)内陸区・臨海区別液状化危険度エリア別土地利用変遷 
 液状化危険度ごとの土地利用変遷を，海岸線を持つ区
と持たない区とに分割し作成した(図 5)． 
・田・畑等の自然地の割合が内陸区で高い．特に危険度 C
エリアで内陸区・臨海区ともに自然地の割合が低い． 
・工業地の割合は臨海区で，危険度 C エリアに比べて危
険度 A・B エリアで高い． 
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図 2 液状化予測エリア概要 
図 4 液状化危険度別エリア土地利用変遷 
図 3 液状化履歴分布 
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・造成地・空き地の割合は臨海区で高い．内陸区では危
険度の高いエリアほど空き地の減尐率が高い．臨海区で
は危険度の高いエリアほど造成中地の減尐率が高い． 
・宅地面積は臨海区より内陸区で高い．密集低層の割合
が内陸区で高い． 
・商業地では臨海区・内陸区ともに危険度の低いエリア
ほど割合が高い． 
 
 
 
 
 
(3)対象地区宅地面積変化分析 
対象地域の危険度エリアの宅地増加率をタイプ別に示
した(図 6)．宅地増加率が最も高いエリアが， 
 液状化危険度 A エリア=TYPE1 
 液状化危険度 B エリア=TYPE2 
 液状化危険度 C エリア=TYPE3， 
の区となっている． 
 
 
 
 
臨海部の TYPE1 に分類されている区では液状化危険
度の低いエリアでの開発が飽和状態となり液状化危険度
の高い湾岸部に宅地が進出してきたと考えられる．内陸
部の TYPE1 に分類されている区でも同様に宅地開発が
液状化危険度の高い荒川流域に及んできていることがう
かがえる． 
TYPE2 に分類されている区では徐々に宅地開発が危
険地域に移行している地域となっている．特に葛飾区・
江戸川区・大田区に関しては液状化危険度の高い地域が
広範囲に広がっており，積極的な開発が進行しているこ
とをうかがわせる． 
TYPE3 に分類されている区では危険度の高いエリア
においても宅地開発が完了しており，空き地面積等開発
の余地がある土地が尐ないことから，すでに市街地化し
た状態となっている．特に北区・墨田区では液状化危険
度の高いエリアに従来から宅地が存在し，1974 年以前か
ら液状化危険度の高いエリアに多くの人が居住している． 
 
５．対象地区町丁目別液状化危険度 
 対象地域における現在の液状化リスクを町丁目ごとに
判定した．平成 17年度国勢調査の町丁目ごとのデータと
「東京都液状化予測図」とをオーバーレイした後，液状化
危険度 A エリア上の人口・老齢人口・面積の値を 1.5 倍，
液状化危険度 B エリア上の各値を 1 倍，液状化危険度 C
エリア上の各値を 0 倍し，液状化危険度ごとの各値を町
丁目ごとに合計した．それらの値の大きさで全 1969 町丁
目を対象にそれらの値の大きさで順位を付け，その順位
に応じて町丁目単位で 5 段階の評価を付けた． 
(1)対象地区町丁目別液状化居住人口危険度 
対象地区における液状化危険エリアの居住人口危険度
ランク分布を表したものである(図 7)． 
 
 
 
 
RANK4 の町丁目が荒川流域と多摩川流域に広がって
いる様子がうかがえる．特に荒川の下流域と荒川左岸の
地域に多く存在している．また上流に遡っても板橋区周
辺等に RANK4 の町丁目がある．一方で臨海部の町丁目
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図 5 臨海・内陸液状化危険度別エリア土地利用変遷 
図 6 対象地域タイプ別宅地面積増加分布 
図 7 町丁目別液状化居住人口危険度ランク分布 
Hosei University Repository
  
には連続して存在しておらず，荒川・多摩川流域に比べ
ると非常に尐ない．しかし東京都内の臨海部は主に工
業・物流地帯や産業廃棄物処理施設等に使用されている
地区が多く，一般の宅地開発に利用されている地区は相
対的に多くない．そのため宅地被害による液状化による
住民被害の発生は大きなものとならない．一方で内陸部
には液状化危険度の高い町丁目が数多く存在することが
確認された．特に東京中心部の周辺エリアとして早い時
期から宅地開発されてきた歴史があり，現在でも液状化
危険度の高い土地に数多くの人々が居住している状況と
なっている．臨海部と違い内陸部では一般市民の液状化
に対する認識は低いものと思われる．東京における液状
化のリスクは広く内陸部まで広がっていることが確認さ
れた． 
 
(2)対象地区町丁目別液状化居住老齢人口危険度 
対象地区における液状化危険エリア上の居住老齢人口
危険度ランク分布を表したものである(図 8)． 
 
 
 
 
RANK4 の町丁目が荒川流域，多摩川流域に数多く存在
する．また，中川流域，江戸川流域にも集中している．
葛飾区・足立区・荒川区では広い範囲に RANK4 の町丁
目が広がっている．これらの地域では老齢化率が他の区
に比べて相対的に高く，ランクの高い町丁目が集中して
いる．一方では臨海部ではランクの高い町丁目は非常に
尐なくなっている．特に江戸川区では，居住人口危険度
でランクが高い町丁目が多く存在していたにもかかわら
ず，あまり分布していない．居住人口は多い一方，老齢
化率が低いため居住老齢人口のランクは低く抑えられて
いる．全体的に観察すると，居住人口危険度よりもより
内陸部に高いランクの町丁目が多く，臨海部より震災発
生時のリスクは大きくなると思われる． 
 
(3)対象地区町丁目別液状化面積危険度 
対象地区における町丁目単位の液状化危険面積による
作成ランクの分布を表したものである(図 9)． 
 
 
 
 
RANK4 の町丁目が荒川・中川・江戸川流域，東京湾臨海
部に数多く存在する．液状化の危険度が河川や海岸の存
在に大きく影響を受けることがわかる．特に河川に囲ま
れている江戸川区・葛飾区では，地域全体が液状化の危
険度が高い土地に囲まれた状態になっていることがわか
る．一方で同じく河川に囲まれている江東区・墨田区は
区全体が液状化の危険度が高い土地に囲まれている状況
ではない．これは墨田川流域が荒川流域に比べて液状化
の危険度が高い町丁目が尐ないためである．また墨田川
右岸では背後に武蔵野台地があるため，危険度の高い町
丁目が広範囲には広がっていない． 
 
(4)対象地区町丁目別液状化総合危険度 
前項までに作成した対象地区液状化居住人口危険度ラ
ンク・液状化居住老齢人口危険度ランク・液状化面積危
険度ランクを合計し，総合危険度としてた作成ランクの
分布を表したものである(図 10)． 
 
 
 
 
荒川流域・多摩川流域に多い結果となった．しかし各
河川に近接していてもランクが高くない町丁目も見られ
る．また江戸川区付近や大田区付近等，液状化予測エリ
図 8 町丁目別液状化居住老齢人口危険度ランク分布 
図 9 町丁目別液状化面積危険度ランク分布 
図 10 町丁目別液状化総合危険度ランク分布 
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アが存在している地域でも値が高くない町丁目も存在し
た．これらの地域では液状化現象が発生しても直接被害
を受ける住民はあまり多くなく，災害リスクは高くはな
い．荒川区・台東区周辺ではランクの高い町丁目が確認
された．対象地区全体と比較すると液状化予測エリア上
ではあまり危険度が高くないように見える．しかしこれ
らの地域では，居住人口が多いうえに老齢化率が非常に
高い．震災発生時には災害弱者である老齢人口が多いと
こともあり，液状化に強い街づくりを進める必要があり，
特に注視すべきエリアだといえる．大田区から江戸川区
にかけての臨海部ではランクの高い町丁目は広範囲に分
布しておらず，局地的なものとなった．臨海部は液状化
危険度が非常に高い地域ではあるが，主に工業用地や商
業地として土地利用されることが多い．そのため経済活
動に与える影響は多大なものとなるが災害発生直後に直
接被害を受ける人口は多くない．また災害弱者である老
齢人口も内陸部に比べ臨海部では尐ない．そのこともリ
スク低下の要因となっている． 
 
(3)対象地域リスク別液状化危険度ランク数割合比較 
作成した人口・老齢人口・面積ランクを対象区ごとにま
とめ，項目ごとに RANK4 と判定された町丁目数を算出
し，最も多い数となった項目を示した(図 11)． 
 
 
 
 
人口・老齢人口 RANK4 の割合に比べ，液状化面積
RANK4 の割合が低かった区は，液状化予測エリア上で人
口・老齢人口の密度が高い町丁目が多い．江戸川区・江
東区・港区・品川区・板橋区では面積割合・人口割合・
老齢人口割合の順に高い値の割合が低下する．液状化予
測面積は広いが直接被害を受ける住民は他の区と比べる
と相対的に尐ないことがわかる．一方北区・荒川区・台
東区・墨田区では面積割合・人口割合・老齢人口割合の
順に高い値の割合が増加する．液状化予測面積はあまり
広くないが，直接被害を受ける住民が他の区と比べて相
対的に多く，その内高齢者の割合が高いとこがわかる．
これらの区では大震災発生前また大震災発生による液状
化発生後も重点的に対策がなされる必要がある． 
６．土地利用変遷と町丁目別リスク判定の解析 
 なお，この項の図中の丸で囲まれたところは注視すべ
きエリアとなっている． 
(1)危険度土地利用変遷・町丁目別液状化居住人口リスク比
較 
液状化居住人口危険度 RANK4 の町丁目における，
1974年から1994年にかけての 20年間での土地利用の分
布を示した(図 12. 図 13)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
葛飾区周辺では密集低層の割合が高く，1974年と 1994
年の地図を比較してもあまり大きな変化は認められない．
このことからこれらの地域では 1974 年以前から液状化
危険度の高い地域に市街地が形成されている．一方で，
江戸川区・江東区周辺，板橋区周辺等多くの地域に 1974
年の段階では造成中地・空き地・工業用地等非居住地域
が多くある．この段階では居住人口を考慮した液状化に
対する危険度は高くない．しかし，1994 年になるとそれ
らのエリアの大部分が中高層地・商業地として利用され
るようになっており，液状化危険度の高い地域で開発が
進められた．これらの地域では近代東京の人口が増大す
るのに伴い，市街地が拡大してゆく中で，液状化危険度
の高い町丁目になっていったことが確認された． 
図 11 対象区別最多 RANK4 町丁目数項目 
図 12 1974 年液状化居住人口 RANK4 土地利用 
図 13 1994 年液状化居住人口 RANK4 土地利用 
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(2)液状化危険度土地利用変遷・町丁目別液状化居住老齢
人口リスク比較 
液状化居住老齢人口危険度 RANK4 の町丁目における，
1974年から1994年にかけての 20年間での土地利用の分
布を示した(図 14. 図 15)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
災害弱者が多いという点において，注視すべきエリア
である．中高層としての土地利用割合が急速に拡大し，
宅地としての利用が進んでいる地点がある．しかし居住
人口危険度RANK4の町丁目の土地利用変遷と比べると，
1974 年段階の空き地・工業用地等の非居住地の割合が尐
ない．そのため 1974 年以前から比較的土地開発が進めら
れている．また一般低層・密集低層の割合は減尐してい
る．古い市街地が再開発によって改変されたものと推測
される．液状化に対しては基礎地盤が深くなる中高層の
宅地の方が抵抗力をもつため，宅地種別割合の変化によ
り液状化危険度は低下したといえるかもしれない．しか
しライフラインが被害を受けることを考慮した場合，単
位面積当たりの人口は増加するため大きな被害が発生す
るという側面もある． 
 
(3)液状化危険度土地利用変遷・町丁目別液状化面積リスク
比較 
液状化面積危険度 RANK4 の町丁目における，1974 年
から 1994 年にかけての 20 年間での土地利用の分布を示
した(図 16. 図 17)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
液状化面積危険度 RANK4 の町丁目における，1974 年
から 1994 年にかけての 20 年間での土地利用の変遷の分
布を表したものである．1974 年段階では臨海部の町丁目
では，ほとんどが造成中地・空き地となっており建造物
のない状態となっている．また埋立てが完了しておらず，
土地が存在していない町丁目もある．また内陸部におい
ても空き地や造成中地となっている場所も多く，現在よ
りも土地開発がなされていない．1994 年になると臨海部
の町丁目区で空き地・造成中地となっている町丁目は減
尐し，その多くが商業地・公園・その他公共として利用
が始まっている．一方で宅地利用される町丁目は非常に
尐なく，居住人口が増加した様子は認められない．内陸
部の町丁目では臨海部に比べ宅地として利用され始めた
町丁目が多い． 
  
図 14 1974 年液状化居住老齢人口 RANK4 土地利用 
図 15 1994 年液状化居住老齢人口 RANK4 土地利用 
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図 17 1994 年液状化面積 RANK4 土地利用 
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(4)液状化危険度土地利用変遷・町丁目別液状化総合リスク
比較 
液状化総合危険度 RANK4 の町丁目における，1974 年
から 1994 年にかけての 20 年間での土地利用の分布を示
した．(図 18. 図 19) 
 
 
 
 
 
 
 
作成した液状化総合危険度RANK4の町丁目における，
1974年から1994年にかけての 20年間での土地利用の変
遷である．造成中地に関しては 1974 年時点で割合が尐な
く，大規模な開発が進行した様子は見られない．しかし
空き地は減尐しており土地開発が進行している．工業用
地は 1974 年時点では商業地に次ぐ割合を示しているが
20 年の間に減尐している．対象地域内では都市化の進展
とともに工業地は郊外に転出していったと思われる．一
般低層・密集低層に関しては 20 年間でほぼ一定の割合と
なっている．1974 年以前に宅地化された地域が 20 年間
ではあまり変化していないことを表している．一方中高
層の割合は増加した．液状化危険度の高い地域では，1974
年からの 20 年間，新規の宅地開発は中高層として整備さ
れたことが確認される．商業地はわずかな増加となって 
おり，1974 年以前からの商業地が大部分を占めているこ 
 
とが確認される． 
今回作成したデータから，密集低層・一般低層等の割
合が 1974 年以前から高く，現在でも危険度が高い地区，
1974 年付近の年代では空き地・造成中地・工業用地等非
居住地域だった場所がその後宅地として開発された結果，
現在危険度が高くなった地区とに傾向がわかれることが
確認された． 
 
7．結論 
本研究では以下のような結論が得られた． 
①液状化危険度は今回作成した居住人口・居住老齢人
口・液状化面積を考慮する危険度に地域性が見られる．
荒川流域・多摩川流域では居住人口が多く，液状化の被
害を受ける住民が多い．湾岸部より内陸部で老齢人口が
多く，液状化の被害を受ける老齢住民が多い．内陸部よ
り湾岸部の方が液状化面積の広い町丁目が多く，液状化
が広い範囲に及ぶ． 
②居住人口が多い町丁目では 20 年間の間に積極的な宅
地開発がなされ，この間に液状化危険度が上昇した．居
住老齢人口が多い町丁目では 1974 年以前に宅地開発が
なされ，1974 年以前から液状化危険度が高かった．面積
が大きい町丁目では 20 年の間に大規模な開発が進行し
たが，宅地開発に使用された土地は多くなく，現在も居
住人口は尐ないため，直接被害を受ける住民はおらず，
液状化発生時の緊急対応の必要性はそれほど高くない． 
 対象地域内には広範囲にわたって液状化予測エリアが
広がっている．現在ではそれらの地域に多くの市民が居
住している．しかし，現在の居住傾向や過去の開発の歴
史には地域によって違いがあることがわかった．特に液
状化は浦安市等で大規模な液状化現象が発生したことも
あり，臨海部での危険性が広く市民に浸透している．し
かし，対象地域においては内陸部でも液状化リスクが高
いことがわかった．大震災発生時には液状化現象も大規
模に発生する可能性があるということを広く市民に認識
させる必要がある．液状化現象は市民が通常通りの生活
をするうえでは看過できない問題であり，その他の震災
リスクと合わせて，対策が急がれるものと考える． 
主な今後の課題として，1974 年以前の住民は液状化に
対する認識のもと居住地を決定していたのかという点に
ついてはさらに検討の必要があると思われる．また，現
在多くの住民が液状化予測エリア上に居住しているが，
それらの住民はどれほど液状化現象に対する認識を持っ
ているのかも検討の必要がある点だといえる． 
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